
１　実質赤字比率

【趣旨】一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

（単位：千円）

＜分子＞ 令和7年度 令和6年度 増減

5,662,793 4,681,485 981,308

5,662,793 4,681,485 981,308

＜分母＞ 令和7年度 令和6年度 増減

88,530,002 81,616,447 6,913,555

0 0 0

88,530,002 81,616,447 6,913,555

（単位：％）

※目黒区実質赤字比率（算定数値） △ 6.39 △ 5.73 △ 0.66

※目黒区実質赤字比率 － －

　　 ※一般会計等実質収支が黒字のため「－」表示と
なる。

　合計（標準財政規模）

実質赤字比率 ＝

　一般会計実質収支額

　合計（一般会計等実質収支額）

　標準税収入額等

　臨時財政対策債発行可能額

令和6年度との比較では、算定上の分母に当たる標
準財政規模が69.1億円余増加するとともに、分子に
当たる一般会計等実質収支額の黒字額が9.8億円余増
加したため、実際の算定値は昨年度のマイナス
5.73％から0.66ポイント黒字幅が拡大し、マイナス
6.39％となりました。



２　連結実質赤字比率

【趣旨】全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率

連結実質赤字額

標準財政規模

（単位：千円）

＜分子＞ 令和7年度 令和6年度 増減

5,662,793 4,681,485 981,308

300,000 300,000 0

304,768 141,868 162,900

856,848 506,698 350,150

7,124,409 5,630,051 1,494,358

＜分母＞ 令和7年度 令和6年度 増減

88,530,002 81,616,447 6,913,555

0 0 0

88,530,002 81,616,447 6,913,555

（単位：％）

※目黒区連結実質赤字比率（算定数値） △ 8.04 △ 6.89 △ 1.15

※目黒区連結実質赤字比率 － －

　　

　国民健康保険特別会計実質収支額

　一般会計実質収支額

※各会計実質収支合計が黒字のため「－」表示と
なる。

　標準税収入額等

　後期高齢者医療特別会計実質収支額

　合計（標準財政規模）

　介護保険特別会計実質収支額

　実質収支額合計

連結実質赤字比率

　臨時財政対策債発行可能額

＝

令和6年度との比較では、算定上の分母に当たる
標準財政規模が69.1億円余増加するとともに、分
子にあたる連結の実質収支額が14.9億円余増加し
たことから、実際の算定値は6年度のマイナス
6.89％から1.15ポイント黒字幅が拡大し、マイナ
ス8.04％となりました。



３　実質公債費比率

【趣旨】　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

実質公債費比率
（３ヵ年平均） 　

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪
元利償還金の
額（繰上償還
額等を除く）

積立不足額を
考慮して算定
した額

満期一括償還
地方債の１年
当たりの元金
償還金に相当
するもの（年
度割相当額）

公営企業に要
する経費の財
源とする地方
債の償還の財
源に充てたと
認められる繰
入金

一部事務組合
等の起こした
地方債に充て
たと認められ
る補助金又は
負担金

公債費に準ず
る債務負担行
為に係るもの

一時借入金の
利子

特定財源の額 事業費補正に
より基準財政
需要額に算入
された公債費

災害復旧費等
に係る基準財
政需要額

密度補正によ
り基準財政需
要額に算入さ
れた元利償還
金

令和5年度 830,964 0 194,377 0 112,226 10,635 0 0 0 0 0

令和6年度 784,339 0 168,937 0 153,251 3,440 0 0 0 0 0

令和7年度 763,641 0 168,937 0 178,772 2,000 0 0 0 0 0

（単位：％）

⑫ ⑬ ⑭ ⑮

標準税収入額
等

普通交付税額 臨時財政対策
債発行可能額

地方財政法第
５条の３第４
項第１号の規
定に基づき総
務大臣が定め
る額
（特別区のみ
記入）

令和5年度 78,098,672 0 0 3,769,041 令和5年度 △ 3.52597

令和6年度 81,616,447 0 0 3,082,751 令和6年度 △ 2.51202

令和7年度 88,530,002 0 0 1,756,169 令和7年度 △ 0.74080

△ 2.2

 ＝
　

 ＝

実質公債費比
率（単年度）

実質公債費比
率（3ヵ年平
均値）

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－(特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦－⑧－⑨－⑩－⑪－⑮

⑫＋⑬＋⑭－⑨－⑩－⑪－⑮

令和6年度との比較では、算定上の分子にあ
たる元利償還金の額が2,000万円余減少し、算
定上の分母に当たる標準財政規模が69.1億円
余増加しました。結果として、3ヵ年平均値で
算定される実質公債費比率は、6年度のマイナ
ス3.3％から1.1ポイント上昇し、マイナス
2.2％となりました。



４　将来負担比率

【趣旨】 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

将来負担比率 ＝

将来負担額 Ａ （単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 地方独立行政法人 第三セクター等

8,804,364 2,000 2,264,739 12,751,570 0 0 0 0 0 0 0

充当可能財源等 Ｂ （単位：千円）

うち都市計画税

96,622,095 0 0 22,964,423

＝
 

将来負担比率　（％）

標準財政規模　Ｃ 算入公債費等の額　Ｄ Ｃ　－　Ｄ

88,530,002 1,756,169 86,773,833

※将来負担比率はマイナスの場
合「－」表示となる。

＝ △ 110.3

将来負担比率

－

連結実質
赤字額

組合等連結実質
赤字額負担見込額

地方債の現在高
債務負担行為に
基づく支出予定額

公営企業債等
繰入見込額

組合等
負担等見込額

退職手当
負担見込額

設立法人の
負債額等
負担見込額

将来負担額　A 充当可能財源等　Ｂ Ａ　－　Ｂ

23,822,673

充当可能基金
充当可能
特定歳入

基準財政需要額
算入見込額

119,586,518 △ 95,763,845

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額)

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

－

－

借入金の返済が進んだ一方で、退職手当負担見込額が増加したことなど

により将来負担額が6年度より8億円余増加しました。また、基金への積立

を行ったことなどにより将来負担額に充当可能な財源が6年度より28億円

余増加しましたが、分母である標準財政規模が69.1億円余増加したため、

将来負担比率は6年度のマイナス119.3％から9.0ポイント上昇し、算定数

値はマイナス110.3％となりました。


